
令和２年 10月
和歌山県福祉保健部 介護サービス指導室

令和２年度 「人権擁護推進員等研修」
「高齢者施設・事業所における虐待防止対策、防災対策及び感染対策について」
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高齢者施設・事業所における人権擁護推進員、災害対策推進員、
衛生管理推進員の配置の義務化

○ 下記の施設・事業所では、県基準条例及び県運営指導指針に基づき、

人権擁護推進員、災害対策推進員、衛生管理推進員の設置が必要です。

・特別養護老人ホーム（指定介護老人福祉施設）

・介護老人保健施設

・指定介護療養型医療施設

・指定居宅サービス及び指定介護予防サービス

・養護老人ホーム

・軽費老人ホーム

・介護医療院（H30.4.1～）
・有料老人ホーム（H31.4.1～）
・サービス付き高齢者向け住宅（H31.4.1～）
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各県施設・居宅サービス
の人員、設備及び運営に
関する基準を定める条例

県有料老人ホーム設置運営
指導指針及びサービス付き高
齢者向け住宅運営指導指針

（H25.4.1～）



衛生管理推進員 関係
（感染対策）
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高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症の対応について（令和2年9月24日付け県通知他)

１ 高齢者施設等における留意事項
高齢者施設等においては、特に下記の事項に留意し、感染予防と健康管理に万全を期してください。

(1) 病院、福祉施設サービスは特に注意（9月3日付け「県民の皆様へのお願い」より）
・病院や福祉施設等の職員は、施設内へ感染の持ち込みが発生しないよう特に注意してください。
また、訪問介護や通所サービスの職員やケアマネジャーも含め、ご自身での感染防止対策をよ
り徹底するとともに、事業所においても発熱などのチェックを実施するなど、健康観察のさらなる
徹底をお願いします。

(2) 職員の感染防止対策と健康観察（7月14日付け事務連絡「高齢者施設等における新型コロナ
ウイルス感染症の対応について」より）

・職員の方は、マスクの着用、手指消毒の実施など、基本的な感染防止対策を徹底するととも
に、毎朝の体温測定など自らの健康をチェックし、少しでも異常があれば絶対に業務に従事し
ないようお願いします。
さらに、検温に際しては、自宅での検温の申告に留まらず、出勤時において、担当職員の立ち
合い等の下、検温を徹底するとともに、発熱等体調に少しでも異常があれば、絶対に業務に従
事しないようお願いします。また、管理者への適切な報告も併せてよろしくお願いします。

・発熱等の症状が出た場合は、嘱託医等に相談・連絡
入所者など利用者において、発熱や呼吸器症状が一人出た段階で嘱託医などに相談して下さい。
一週間以内に二人以上同様な症状の者が出た場合は、速やかに保健所に報告してください。4

これまで繰り返しお願いしてきたことです。



「社会福祉施設等 における感染拡大防止のため留意点について（その２）(一部修正）」
（令和2年１０月１５日付け厚生労働省事務連絡（4月7日付け通知の一部修正））
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介護現場における感染対策の
手引き（第１版）

○感染対策の手引き
○介護職員のための感染対策

マニュアル
（施設系、通所系、訪問系）
○感染対策普及リーフレット

厚生労働省ホームページに掲載
（令和２年10月1日）
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○ 施設・事業所において、新型コロナウイルスの感染者が発生した場合等に、緊急に濃厚接触者
の把握や行動履歴の追跡を行う必要があるため、下記の書類について、早急に提供をお願いするこ
とがあります。つきましては、下記書類について、常に最新のものに整備・更新し、保管していただき
ますよう、よろしくお願いいたします。

○ 施設・事業所で感染者が発生した場合等に、緊急に濃厚接触者を把握するため等に必要な書類
・全職員（派遣職員・調理業務等委託職員を含む。)の名簿（住所、連絡先を含む。)：全サービス
・利用者・入所者（入居者）の名簿（住所、連絡先を含む。）：全サービス
・サービス利用日ごとの利用者名簿：通所系・訪問系サービス
・各居室別の入所者（入居者）の名簿（配置図）：入所系サービス（短期入所者を含む。）
・利用者送迎時の運行記録（日時・運転手・同乗者がわかるもの）：通所系・訪問系サービス
・業者等の施設内への出入り記録（氏名・来訪日時・連絡先）：入所系・通所系サービス
・施設平面図：入所系・通所系サービス
・入所者・短期入所者の医療機関等への送迎記録：入所系サービス
※ 既存の資料で把握できれば、改めて作成の必要はありません。
※ 既に退職した職員、サービス利用を終了した利用者及び退所者（退去者）についても、連絡が

取れるよう、サービス提供終了後も上記書類は一定期間（２ヶ月程度）保管をお願いします。

「高齢者施設等における新型コロナウイルス感染者の発生に向けた対応について
（令和2年6月12日付け県通知）」
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早期発見・早期隔離・徹底した行動歴調査：和歌山方式



新型コロナウイルスの感染が拡大する中、感染した方や治療・対策に携わった関係者及びそのご家
族等に対する差別、ＳＮＳ等において個人を特定する情報や風評被害が懸念される情報の拡散
等の事例が起こっています。

感染症に対する不安やおそれを感じ、感染症に関わる人を遠ざけたいとする心理による行動とも言
えますが、いかなる場合であっても、差別、いじめ、誹謗中傷等の人権侵害は決して許されるものでは
ありません。不確かな情報や根拠のない噂等に惑わされることなく、県や国等の公的機関が提供する
正しい情報に基づき、人権に配慮した冷静な行動をお願いします。

1 コロナ差別相談ダイヤル
新型コロナウイルス感染症に係る誹謗中傷等についての対応を行うため、人権政策課内に相談窓

口（相談ダイヤル）を設置します。（令和2年10月13日（火）から）

相談窓口では、誹謗中傷等にどのように対応すべきかの助言などを行います。例えば、インターネット
上の誹謗中傷等の書き込みについては、プロバイダ等への削除依頼の方法を助言するとともに、（公
財）和歌山県人権啓発センターが実施している無料の法律相談等を紹介します。

コロナ差別相談ダイヤル：073－441－2563 FAX：073－433－4540
（受付時間）平日 9：00 ～ 17：45

～ＳＴＯＰ！コロナ差別～新型コロナウイルス感染症に関する誹謗中傷対策に取り組みます！！
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○ 職員等に対し、現在の知見の下での新型コロナウイルスに関する適切な知識を基に、新型コロナ
ウイルスを理由とした偏見が生じないようにするなど、職員やサービス利用者等の人権に十分配慮す
ること。 （厚生労働省事務連絡）

○ 多くの方が新型コロナウイルス感染症に対して不安を抱く中、発表された感染者を特定し、SNS
等で個人への誹謗中傷や、個人情報を拡散するなど、人権侵害に当たる悪質な行為が見受けられ
ます。
新型コロナウイルス感染症は誰でも感染する可能性があることを理解し、不確かな情報に惑わされ

ることなく、人権に配慮した冷静な判断を心がけていただきますよう、お願いします。
（報道機関への県提供資料）

～ＳＴＯＰ！コロナ差別～新型コロナウイルス感染症に関する誹謗中傷対策に取り組みます！！
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2 インターネット上のモニタリング（調査）
インターネット上の新型コロナウイルス感染症に係る誹謗中傷等の書き込みのモニタリングを実施しま

す。
誹謗中傷等の書き込みを発見した場合、県からプロバイダ等に対して削除依頼を行います。
なお、県から削除依頼を行った案件については、書き込まれた方が訴訟を起こす際の資料として活

用できるよう、書き込まれた文章や画像の保存を行います。
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人権擁護推進員 関係
（高齢者虐待防止、身体拘束禁止）
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人権擁護にかかる取組の一層の推進について（平成31年1月18日、令和２年1月９日県通知 他

○ 平成28年に「部落差別解消推進法」、「障害者差別解消推進法」、「ヘイトスピーチ解
消推進法」が施行される中、県では、令和2年3月24日「和歌山県部落差別解消推進法
」が公布・施行されました。高齢者等に対する人権侵害が行われることのない、すべて
の人の人権が尊重される、差別のない社会の実現を目指した取組を進めています。

○ また、介護保険法第１条（目的）では、介護が必要な高齢者が尊厳を保持しつつ、日
常生活を営めるようサービスを提供すると規定されており、介護サービス事業所等は、
常に高齢者の尊厳や人権に配慮した意識と対応が必要となります。

○ こうしたことから、県では「和歌山県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営
に関する基準等を定める条例」等において、全ての施設・事業所に人権擁護推進員の
設置を義務付けて、研修を行うとともに、集団指導や新規(更新)指定事業者研修などを
通じて、高齢者の人権等に関する理解を深める取組を行っているところです。

○ 今後も施設・事業所において、人権尊重に対する意識の高揚や人権問題への理解
を深める取組（研修）を一層進めていただきますよう、改めてお願いします。なお、県が
実施した人権擁護推進員研修や集団指導（人権関係）の内容については、必ず全ての
職員に伝達いただきますようお願いします。 25
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指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（省令)
第十一条
４ 指定介護老人福祉施設は、指定介護福祉施設サービスの提供に当たっては、当該入所
者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体
的拘束その他入所者の行動を制限する行為(以下「身体的拘束等」という。)を行ってはなら
ない。

５ 指定介護老人福祉施設は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、
その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

６ 指定介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講
じなければならない。

一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を三月に一回以上開催するとと
もに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

三 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実
施すること。
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身体拘束に対する考え方

身体拘束することで・・・

介護保険施設等では利用者本人や他の利用者等の生命や身体を保護
するために「緊急やむを得ない」場合を除いて、身体拘束その他の行動制
限は原則禁止（指定基準等による）

○身体的弊害
・ 関節の拘縮、筋力低下やじょく創の発生
・ 食欲低下、心肺機能や感染症への抵抗力の低下
・ 拘束により無理な立ち上がりによる転倒事故

○精神的弊害
・ 屈辱等の精神的な苦痛からくる人間としての人権侵害
・ 認知症の進行、せん妄の頻発
・ 家族の精神的苦痛、罪悪感

○社会的弊害
・ 施設に対する社会的偏見

が発生
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身体拘束禁止の対象となる具体的な行為
① 徘徊しないように、車イスやイス、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る
② 転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る
③ 自分で降りられないように、ベッドを柵で囲む
④ 点滴、経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る
⑤ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、または皮膚をかきむしらないように、手指

の機能を制限するミトン型の手袋等をつける
⑥ 車イスやイスからずり落ちたり、立ち上がったりしないよう、Y字型抑制帯や腰ベルト、車

イステーブルをつける
⑦ 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようなイスを使用する
⑧ 脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる
⑨ 他人への迷惑行為を防ぐために､ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る
⑩ 行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる
⑪ 自分の意思で開けることができない居室等に隔離する

出典：「身体拘束ゼロへの手引」平成１３年：厚生労働省「身体拘束ゼロ作戦推進会議」



緊急やむを得ない場合とは・・
○切迫性

利用者本人または他の利用者等の生命または身体が危険に
さらされる可能性が著しく高いこと

○非代替性
身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法

がないこと
○一時性

身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること
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以上の３つ全てを満たしていることが必要。
「緊急やむを得ない場合」でない身体拘束は高齢者虐待に該当する。

緊急やむを得ない場合の手続き
◯「緊急やむを得ない場合」の判断は、個人で行うのではなく施設

全体として判断することが必要
◯本人や家族に対して、身体拘束の内容、目的、理由、拘束の

時間、期間等を十分に説明し同意を求めること
◯「緊急やむを得ない場合」に該当するかどうかを常に観察、再検

討し、要件に該当しなくなった場合には直ちに解除すること
◯身体拘束の態様及び時間、心身の状況、緊急やむを得なかっ

た理由を記録しなければならない

32



身体的拘束等の適正化を図るための措置
（平成３０年介護報酬改定に伴う措置）

○ 身体拘束等の適正化を図るため、以下の措置を講じなければならない。

・身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の
心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。

・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回
以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他従業者に周知
徹底を図ること。

・身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
・介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修
を定期的に実施すること。

○ 身体拘束廃止未実施減算： 特養・短期入所：10%／日減算
33

和歌山県における養介護施設従事者等による高齢者虐待

○虐待があった施設等の種類
平成２０年度 ： 介護老人福祉施設 ： 介護職員

平成２１年度 ： 介護老人保健施設 ： 介護職員

平成２３年度 ： 通所介護 ： 介護職員、看護職員

平成２４年度 ： 特別養護老人ホーム、認知症対応型共同生活介護 ： 介護職員

平成２５年度 ： 特別養護老人ホーム ： 介護職員

平成２６年度 ： 特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活介護

有料老人ホーム ： 介護職員、管理職

平成２７年度 ： 特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活介護

： 介護職員、経営者

平成２８年度 ： 特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、有料老人ホーム ： 介護職員、管理職

平成２９年度 ： 介護老人保健施設、有料老人ホーム ：介護職員、管理職

平成３０年度 ： － 34

Ｈ20
年度

Ｈ21
年度

Ｈ22
年度

Ｈ23
年度

Ｈ24
年度

Ｈ25
年度

Ｈ26
年度

Ｈ27
年度

Ｈ28
年度

Ｈ29
年度

Ｈ30
年度

相談通報件数 ８ ４ ６ ９ ９ １１ １８ １８ ２７ １６ １７

うち虐待を受けた
と判断された件数

１ １ ０ ２ ２ １ ４ ４ ３ ２ ０

被虐待者数 ３ １ ０ １５ ９ １ ５ ５１ ３ ６ ０
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出典「介護現場のための高齢者虐待防止教育システム」(認知症介護研究・研修仙台センター）
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高齢者虐待防止、身体拘束禁止

35

「高齢者虐待」の捉え方＜ｲﾒｰｼﾞ＞

「介護現場のための高齢者虐待防止教育システム」(認知症介護研究・研修仙台センター）より抜粋

顕在化した虐待

不適切なケア

意図的虐待

「緊急やむを得ない」
場合以外の
身体拘束

非意図的虐待

グ
レ
ー
ゾ
ー
ン

蓄積・ｴｽｶﾚｰﾄ

高齢者虐待防止、身体拘束禁止

再発、ｴｽｶﾚｰﾄ
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不適切なケアの背景（職員の場合）

認知症の方の関わり方がわからない 夜勤帯の介護負担

利用者の重度化（転倒、骨折、誤嚥、表皮剥離
等）への対応

ストレス

職場の人間関係

悩み
不安

疲労
イライラ

37

危ないから動
かないで下さ
いね

さっきトイレに
行ったばかり
ですよ

ひとりで動かない
で下さいね

用がある時は必ず
ナースコール押し
て下さい

何度も同じ事言わ
せないでください

早く食べて
下さいね

汚いからお風
呂に入って下
さいね

不適切なケアとは

38
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「不適切なケア」から考える…

高齢者虐待とは、高齢者を実際に介護している介護者
などによる、高齢者の「人としての人権」を傷つける重大な
人権侵害行為です。

○ 「不適切なケア」が蓄積・エスカレートして、虐待に
なる事例が全国においても多く見られる。

○ 「不適切なケア」の段階で発見し、「虐待」につなが
らないないよう、「虐待の芽」を摘む対応、取り組みを
確実に行うことが非常に重要。

○ 虐待は再発することはよくある。正しい要因分析を
しなければ、虐待の再発は防止できない。

県・市町村による権限の行使
（養介護施設従事者等に対する指導・監査・行政処分）

高齢者虐待防止法では、高齢者虐待の防止と虐待を受けた高齢者の保護を図る
ため、市町村又は県は、老人福祉法及び介護保険法に規定された権限を
適切に行使し、対応を図ることが明記されています（第２４条）。

養介護施設従事者等による高齢者虐待が強く疑われる場合には、当該施設から報
告徴収を受けて事実を確認し、高齢者虐待が認められた場合には、市町村又は県は
指導を行い改善を図ります。

改善指導の例としては、虐待防止改善計画の作成や第三者による虐待防止委員
会の設置を求め、改善計画に沿って事業が行われているかどうかを第三者委員が定期
的にチェックし継続的に関与したり、当該事業所又は第三者委員から定期的に報告を
受け、必要に応じて当該事業所に対する指導や助言を行うなどの対応が考えられます。

指導に従わない場合には、老人福祉法及び介護保険法に基づく勧
告・命令、指定の取消し処分などの権限を適切に行使することにより、高
齢者の保護を図ります。 40



施設 虐待内容 要因・背景 改善対応

特別養護
老人ホー
ム等

・手で額を持ち車椅子
の背もたれに体を押し
当て、移動介助
（身体、心理）

・次の業務に追われてた、無
意識に

・本人の倫理観の欠如
・職員間のつながり希薄

・個人面談
・研修会の実施
・外部第三者の視点
・定期的な職員同士の研修
・業務改善

・床にドンと足を降ろし、
足を軽く蹴る
（身体）

・移乗介助時に手をひねられ
たため、頭に血が昇った

・夜勤を3か月外す、始末書、家族
に謝罪
・原因背景を検討、対応策を講じる

・手をねじる
・暴言、唇をつかむ
（身体、心理）

・テーブルの上の物を取らない
ように手をつかむ
・暴言に立腹

・夜勤等で高齢者と虐待者がマン
ツーマンにならない
・親族に説明・謝罪

・体位変換時に、頭部
をぱちんと叩く
（身体）

・人権意識の低さ、職業倫理観の不足
・介護抵抗のある者へのケア技術の不足
・人手不足による業務への焦り
・個別ケア方針が共有化されていない
・利用者への対応が職員間でばらつきあり

41

要介護施設従事者等（施設）による虐待・対応の例（概要）

人材不足

感情マネジメント

ケア技術の不足

42

高齢者虐待防止のために

●施設従事者のための自己チェックリスト
●管理者・経営者のための自己チェックリスト

和歌山県長寿社会課ホームページ内に掲載
（解説あり）

https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/040300/koureisyagya
kutai/gyakutaicheck.html

○参照ください。
全国老人福祉施設協議会（9/14通知）
身体拘束や虐待、不適切なケアに
ついて、介護従事者がどのような対応
を図って、回避したかを整理したもの。



「利用者」の変化への気づきポイント

□利用者が家族や他の利用者に対して不満や愚痴をこぼしていないか
□利用者の心理面の変化（食欲不振、涙もろさ、過度の恐怖心、

不眠の訴えがあり睡眠が不規則など）はないか
□人目を避けるようになり居室へ閉じこもりがちではないか
□介護に対して急に嫌がったり拒否したりすることはないか
□大きな声や些細なことでおびえていないか
□活気がなくなってないか
□全てにあきらめや無気力感を感じることはないか
□特定の職員の行動を気にしているまたは避けようとする
□利用者の身体に不審な傷やあざはないか

職員は気づかないで、虐待行為を行っているかも知れません
下記の視点で、利用者を観察することが大切です

チェック

43

「職員」の変化への気づきポイント

□仕事に疲れ利用者に対応に悩んでいる様子の職員はいないか
□認知症利用者への対応に悩んでいる職員はいないか
□認知症特有の症状により混乱の見られる利用者を、職員ひとりで抱え込み

過ぎてイライラしたり悩んでいる職員はいないか
□職員間の連携がうまくいかずひとりで悩んでいる職員はいないか
□間違った（不適切）介護を正しいと信じている職員はいないか
□特定の利用者に対して自分ひとりだけで対応しようとする職員はいないか
□活気なく無関心さを示すような職員はいないか
□利用者がおびえているような職員はいないか

職員は気づかないで、ストレスを溜め込んでいるかも知れません
現場のリーダー及び職員間で下記の視点で確認しあいましょう

チェック
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「私たちの施設・事業所は、高齢者虐待の予防
に関して、今後どのように対応していくべきか」

観察の視点 観察の主なポイント 他施設・事業所の例
自施設･事業
所の状況

ガバナンス

管理者等は、利用者や職員の状況を正確に把握し、必要な
指示を行っているか？

組織的な対応が余り機能
しておらず、現場の職員
任せ

施設・事業所の理念が職員に正しく伝わっているか？
多くの職員は理念を知ら
なかった

苦情対応
体制

苦情が職員等を通じて速やかに管理者等まで連絡されてい
るか？

苦情を苦情として扱うこと
をしていなかった

苦情に対する正しい対応や改善対策を行っているか？
苦情に対する対応は不適
切だった

事故報告
体制

苦情が職員等を通じて速やかに管理者等まで連絡されてい
るか？

事故があっても報告せず
に現場で対応していた

事故に対する正しい対応や改善対策を行っているか？
事故の教訓を活かしてい
なかった

研修体制

職員に対する計画的な研修を施設・事業所の内外において
適切に実施しているか？

研修計画はなく、業務の
空いている職員のみ参加

受講した研修が、施設･事業所の中で活用されているか？
研修は受講者止まりで他
の職員への周知はしな
かった

ハード整備
ケアを提供する場合において、職員の負担となっている
ハードの不具合がないか？

ケアの動線を考慮すると、
浴室の構造が不適だった 45

「私たちの施設・事業所は、高齢者虐待の予防
に関して、今後どのように対応していくべきか」

観察の視点 観察の主なポイント 他施設・事業所の例
自施設・事業所
の状況

職員の介
護知識･経
験のレベル

多くの職員の介護知識・経験は利用者にとって安心できるレ
ベルであり、認知症状の利用者にも適切に対応できている
か？

職員の認知症への基
本的な理解や対応方
法は間違っていた

職員は基本的な対人マナー、ビジネスマナーを身につけてい
るか？

職員は利用者に乱暴
な言葉遣いだった

ケアの運営

実際のケア提供に必要な職員数が不足がちで、職員の負担
になっていないか？

職員数は、ぎりぎりで
運営していた

ケアの提供に当たり、介護する側の都合を一方的に優先させ
ていないか？

職員の都合を優先して、
利用者を放置している
ことがあった

ケアの質の向上に取り組んでいるか？
業務改善等に向けた
会議等は未実施

夜間における勤務者の負担が大きくなっていないか？

重度者のケアが、職員の大きな負担になっていないか？

間違ったケアを正しいと信じている職員はいないか？
ケアではないのに、ケ
アと称して自ら楽しん
でいる職員がいた

身体拘束を具体的な検討なしに、安易に行っていないか？
職員が独断で身体拘
束を実施していた

やむを得ない不適切な対応が多くなってきたことはないか？
46



「私たちの施設・事業所は、高齢者虐待の予防
に関して、今後どのように対応していくべきか」

観察の視点 観察の主なポイント 他施設・事業所の例
自施設・事
業所の状況

職員の利
用者に対
する意識

上から目線になっていないか？
職員は利用者に高圧
的な態度で従わせて
いた

家族のようななれなれしい態度はないか？
利用者のプライバシー
をむやみに人前でしゃ
べっていた

特定の職員を恐れたり、避けようとしている利用者はないか？

利用者に不審なあざや傷がないか？

職員同士
の人間関
係

特定の職員が仲間はずれにされたりしていないか？
ベテラン職員が特定職
員をいじめていた

職員同士が話し合い、やっていることを確認し合っているか？

管理者･
監督者と
職員の人
間関係

特定のベテラン職員に依存しすぎて、管理者等としての遠慮はな
いか？

管理者等は現場にほ
とんど指示を出してい
なかった

管理者等は職員に対し必要以上に威圧的になっていないか？
管理者等は、職員を常
時怒鳴っていた

管理者等は職員を大切にしたいというメッセージを送ってるか？

管理者等は、職員からの業務提案や相談等が容易にできるよう
にし、色々な意見に耳を傾けてそれらに少しでも報いているか？

離職者 離職者が多くなってきていないか？
職員が頻繁に入れ替
わっていた

課題
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高齢者施設における防災・減災対策について
－ 水害・土砂災害・津波災害への備え －

災害対策推進員 関係

48



②災害毎の規定

避難確保計画の作成

要配慮者利用施設については、避難確保計画の作成が義務づけられています。

避難計画を作成・変更した場合、遅滞なく市町村長あて報告することとなっています。

①施設毎の規定

対象とする
災害

法令等 対象となる施設
計画作成に
関する記載

洪水
水防法

第15条の3
浸水想定区域内かつ市町村

地域防災計画に定められたもの
計画を作成

しなければならない

土砂災害
土砂災害防止法
第8条の2

土砂災害警戒区域内かつ市町村
地域防災計画に定められたもの

計画を作成
しなければならない

津波災害
津波防災地域づくり
に関する法律
第71条

津波災害警戒区域内かつ市町村
地域防災計画に定められたもの

計画を作成
しなければならない

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成に関する規定は、①施設毎の規定と、②災害毎の規定が
あります。

49

避難確保計画の作成の必要性

・水防法に基づき地域防災計画に位置づけられている全国の要配慮者利用施設
（77,964施設）のうち、計画作成済施設は37,659施設（約48.3％）です。
・うち和歌山県内の要配慮者利用施設（1,214施設）の計画作成済施設は
681施設（約56.1%）です。 （令和２年１月１日時点 国土交通省まとめ）

国土交通省では、2021年度（令和3年度）までに作成率を100％とし、逃げ遅れ
による人的被害ゼロの実現を目指しています。

■要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者）は、
一般的な住民に比較して、避難等に多くの時間を要する可能性があります。
近年の風水害の被災事例でも、社会福祉施設の逃げ遅れによる被害が報告されてい
ます。

■「水害時の適切な避難判断」には「平常時にどこまでイメージできているか」が
大切な備えとなります。

■水害時に起こりうる状況をイメージするためには、今回の水防法改正による要配慮
者利用施設の所有者等の作成の義務化をきっかけとして、
自施設や周辺のリスクについて理解を深めることが第一歩となります。

■その上で「どこに」「いつ」「どうやって」避難するかを検討し、避難確保計画と
して整理しておくことが、逃げ遅れによる被害の回避の助けとなります。

50



避難訓練の実施

避難体制のより一層の強化のために、関係者が連携して取り組むことが重要です！

■避難確保計画に基づいて避難訓練を実施します。職員のほか、可能な範囲で利用者
の方々にも協力してもらうなど、多くの方々が避難訓練に参加することで、より実
効性が高まります。

■ハザードマップを活用するなどして、水害や土砂災害に対して安全な場所へ速やか
に避難するなど、浸水想定区域や土砂災害警戒区域などの地域の災害リスクの実情
に応じた避難訓練を実施することが重要です。

51

２．土砂災害リスクに関するもの

(1)土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域

土砂災害が発生した場合に、人命や建物に大きな被害が生じるおそれがある区域

(2)土砂災害ハザードマップ

市町村が土砂災害警戒区域等や避難場所や避難経路を記載したもの

施設の災害リスクの確認

１．水害リスクに関するもの

(1)洪水浸水想定区域図

河川の氾濫により浸水が想定される区域および水深を示した図

(2)洪水ハザードマップ

河川ごとの洪水浸水想定区域図をもとに、市町村が避難場所や避難経路を記載したもの

３．津波災害リスクに関するもの

(1)津波災害警戒区域

津波災害が発生した場合に備え、警戒避難体制を特に整備すべき区域を示したもの

(2)津波浸水想定図

津波が悪条件下において発生した場合に想定される浸水の区域（浸水域）と水深（浸水深）を表したもので、
和歌山県では南海トラフの巨大地震と東海・東南海・南海３連動地震の２つの浸水想定を公表

(3)津波災害ハザードマップ

市町が津波浸水想定区域や避難場所、避難経路を記載したもの

施設の立地場所には、どのような危険があるか確認
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水害リスクの確認
『洪水浸水想定区域図』を確認する方法

紀の川

橋本川

和田川

亀の川

日方川
加茂川

貴志川

有田川

山田川

広川

日高川

印南川

切目川

南部川

左会津川

富田川

日置川

周参見川 古座川

太田川

那智川

熊野川

洪水浸水想定区域図とは
洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、対象とする河川が大雨によって

氾濫した場合に、その氾濫水により浸水が想定される区域および水深を示した図

市町村名 対象河川
和歌山市 紀の川、和田川、亀の川
海南市 亀の川、日方川、加茂川、貴志川
橋本市 紀の川、橋本川
有田市 有田川
御坊市 日高川
田辺市 熊野川、左会津川
新宮市 熊野川、市田川
紀の川市 紀の川、貴志川
岩出市 紀の川
紀美野町 貴志川
かつらぎ町 紀の川
九度山町 紀の川
高野町 －
湯浅町 有田川、山田川、広川
広川町 広川
有田川町 有田川
美浜町 日高川
日高町 日高川
由良町 －
印南町 印南川、切目川
みなべ町 南部川
日高川町 日高川
白浜町 富田川、日置川
上富田町 富田川
すさみ町 周参見川
那智勝浦町 太田川、那智川
太地町 －
古座川町 古座川
北山村 －
串本町 古座川

熊野川（下流）

国土交通省管理

和歌山県管理

市田川

貴志川
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水害リスクの確認
『洪水浸水想定区域図』を確認する方法

和歌山県河川課ホームページ
https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/080400/index.html

対象河川をクリック
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水害リスクの確認
「洪水ハザードマップ」を確認する方法

洪水ハザードマップとは 洪水ハザードマップは、国と県が管理河川ごとに作成した洪水浸水想定区域図をもとに、
市町村地域防災計画において定められた必要事項等を記載したものです。

避難場所の情報

浸水深の表示

避難場所の表示
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住民の避難訓練状況
（沖縄県浦添市）

土砂災害ハザードマップの作成・
配布（茨城県鉾田市）

●情報伝達・警戒避難体制の整備【市町村等】
市町村地域防災計画において、土砂災害警戒区域ごとに、土砂
災害に関する情報収集・伝達等その他警戒避難体制に関する事
項について定める。

●ハザードマップの配布【市町村等】
警戒避難を確保する上で必要な事項を住民に周知させるため、
避難地や情報伝達手段等を記載したハザードマップなどの配布
等必要な措置を講じる。

建築物の移転等の勧告

○ ×

●特定開発行為に対する許可制【都道府県】
住宅宅地分譲や社会福祉施設、学校、医療施設の建築のため
の行為は、基準に従ったものに 限って許可される。

●建築物の構造規制【都道府県または市町村】
居室を有する建築物は、安全性を確保できる構造となってい
るかどうか、建築確認がされる。

●建築物の移転等の勧告【都道府県】
住民等の生命又は身体に著しい危害が生じるおそれが大きい
と認めるときは、建築物の所有者等に対し、移転等の勧告の
制度がある。

建築物の構造規制特定開発行為に対する許可制

土砂災害特別警戒区域

○土砂災害が発生した場合に、住民等の生命又は身体に危
害が生じるおそれがある区域を指定

○土砂災害が発生した場合に、建築物に損壊が生じ、住民等の
生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがある区域を指定

土砂災害警戒区域

●土砂災害が起きそうな場所を

と に分けて

みなさんにお知らせしています！

急傾斜地の崩壊 土石流 地すべり

土砂災害リスクの確認
土砂災害の恐れのある場所について【土砂災害警戒区域等の指定】

＜国交省より引用一部加工＞ 56



土砂災害リスクの確認
土砂災害の恐れのある場所について【土砂災害警戒区域等の指定】

市町村名 状況
和歌山市 調査完了
海南市 調査完了
橋本市 調査完了
有田市 調査完了
御坊市 指定完了
田辺市 指定完了
新宮市 調査完了
紀の川市 指定完了
岩出市 指定完了
紀美野町 指定完了
かつらぎ町 指定完了
九度山町 指定完了
高野町 指定完了
湯浅町 指定完了
広川町 指定完了
有田川町 調査完了
美浜町 指定完了
日高町 指定完了
由良町 指定完了
印南町 指定完了
みなべ町 指定完了
日高川町 調査完了
白浜町 指定完了
上富田町 指定完了
すさみ町 指定完了
那智勝浦町 指定完了
太地町 指定完了
古座川町 指定完了
北山村 指定完了
串本町 指定完了

令和2年8月末時点
57

土砂災害リスクの確認
「土砂災害警戒区域等」を確認する方法【わかやま土砂災害マップ】

和歌山県砂防課ホームページ
https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/080600/top.html

わかやま土砂災害マップ（検索画面）
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土砂災害の危険性
がある区域

土砂災害のおそれのある場所を知る（ハザードマップ）

土砂災害リスクの確認

土砂災害ハザードマップとは 地域ごとに土砂災害が起きそうな危険な区域や避難場所が確認できます。

＜国交省より引用一部加工＞
岩出市ハザードマップ http://www.city.iwade.lg.jp/soumu/bousai/bousai-manual.html59

「津波災害警戒区域」を確認する方法

津波災害リスクの確認

和歌山県港湾漁港整備課津波堤防整備室ホームページ
https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/082500/tsunami_keikai.html
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「津波災害警戒区域」を確認する方法

津波災害リスクの確認

海南市

有田市

湯浅町

広川町

由良町

日高町

美浜町

御坊市

印南町

みなべ町

田辺市

白浜町

すさみ町

串本町

那智勝浦町

新宮市

日高川町

古座川町

太地町

指定市町村

海南市

有田市

湯浅町

広川町

由良町

日高町

日高川町

美浜町

御坊市

印南町

みなべ町

田辺市

白浜町

すさみ町

串本町

古座川町

那智勝浦町

太地町

新宮市
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各区域を確認する方法

災害リスクの確認

洪水（洪水浸水想定区域）

土砂災害（土砂災害警戒区域）

津波災害（津波災害警戒区域）

https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/080400/soutei/soutei.html

http://sabomap.pref.wakayama.jp

https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/082500/tsunami_keikai.html

各区域については、和歌山県ホームページで確認できます。
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http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-gensai-suibou02.html#tebiki

避難確保計画作成の手引きについては、国土交通省ホームページで確認できます。

既存の計画（消防計画等）に必要な項目（洪水時等の避難確保計画等の項目）を追加することでも対応可能です。

避難確保計画の作成
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国土交通省ホームページより

携帯電話等を用いた情報収集

各種情報の収集

１ 防災わかやまメール配信サービス

和歌山県では「防災わかやまメール配信サービス」にて、様々な防災情報を
配信
気象庁が発表する警報・注意報に加え、市町村の避難勧告等の発令や避難所
の開閉設情報、地震・津波情報、ダムの放流や河川の水位情報など幅広く提供
（配信は、和歌山県で情報を取得した直後にリアルタイムに送信）

２ スマートフォン用アプリ「和歌山県防災ナビ」

大規模災害時に的確な避難を促進するため、防災ポータルアプリを提供

①避難先検索（避難先の安全レベルを三段階の☆で表示）

②防災情報が自動的に送られてくるプッシュ通知

③家族等が避難した場所の確認

④避難トレーニング

⑤河川水位や土砂災害危険度情報等をリアルタイムで表示

ダウンロード及び
利用料無料
（通信料別途）

下記アドレスに空メールを送ると、登録用のＵＲＬの送付があります。
必要な情報を登録して配信を受けてください。
空メールのアドレス：regist@bousai.pref.wakayama.lg.jp
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「防災わかやま」からの災害関連情報の収集

各種情報の収集

・防災わかやま

「防災わかやま」では、各市町村や防災関係機関の報告を速報として提供する「災害
情報」、ハザードマップや災害情報を地図上で表示する「防災ＧＩＳ」にて詳細な情報
を提供

市町村ごとに表示するため、避難や被害の
状況などを詳細に知ることが可能
また、確定情報として、マスコミ等へ提供

する「報道資料提供」があり、情報収集現在
の時刻で集計した情報を公表

県ホームページトップ
画面より「防災わかやま」
に展開します。

「わかやま防災・緊急情報」として、報道発表資料
を掲載します。被害状況や災害対策の状況、支援状況
など時点の情報をまとめて発表

＜報道資料提供＞
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「防災わかやま」からの災害関連情報の収集

各種情報の収集

○土砂情報や河川雨量情報の確認も可能
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各種情報の収集

あんぜん情報２４時

67

テレビからの災害関連情報の収集

○テレビ和歌山にてリモコンのｄボタンを押し、『あんぜん情報２４時』を選択。
○天気予報や今後の雨の状況、川の水位など様々な情報をほぼリアルタイムで見ることが
可能

災害種別毎の問い合わせ先
県土整備部 河川・下水道局
河川課（洪水） ０７３－４４１－３０７４
砂防課（土砂災害） ０７３－４４１－３１７２

県土整備部 港湾空港局
港湾漁港整備課
津波堤防整備室（津波災害） ０７３－４４１－３１６５

最後に
和歌山県庁における各種問い合わせ先

防災の取り組みに関する問い合わせ先
総務部 危機管理局
防災企画課 ０７３－４４１－２２７１
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梅雨期及び台風期における災害対策の一層の強化と周知徹底について（R２.6.24 県通知）

１．早期避難の重要性及び災害時にとるべき避難行動の徹底

避難勧告等が発令されていない状況であっても、台風の規模・進路予想等により相当量の雨量による河川水位
の急激な上昇や建物への浸水などが見込まれる場合及び身の危険を感じた場合には、これまでの経験や前例に
とらわれることなく、躊躇せず速やかに避難すること。

また、平成３１年３月に「避難勧告等に関するガイドライン①（避難行動・情報伝達編）」が改正され、災害発生の
おそれの高まりに応じて住民がとるべき行動を５段階に分けた避難情報が発令されることとなったことから、「警戒
レベル３（避難準備・高齢者等避難開始（※））」が発令された場合は、速やかに避難行動を開始してください。

（※）避難に時間のかかる高齢者等の要配慮者とその支援者は立退き避難する。

３．事業継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）の作成
自然災害への備えとして、利用者への支援等の重要な事業を中断させない、または中断しても可能な限り短い
期間で復旧させるための「事業継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）」を作成しておくことが非常に重要で
あるため、作成していない施設は早期に事業継続計画（ＢＣＰ）を作成すること。また、自家発電機などの非常用
電源の確保は平成３０年９月の台風においても、必要資源であったことから、必要最小限度必要となる電源の確
保について当計画に必ず盛り込んでください。

４．市町村及び関係機関との連携・協力体制の確立

（１）市町村との連携・協力体制

①社会福祉施設等は、市町村と連携を図り、市町村が定める避難場所や避難経路を確認するとともに、非常災
害時の市町村との連絡体制を整備してください。

②社会福祉施設等は、土砂災害防止法に基づき指定された土砂災害警戒区域や土砂災害危険箇所（国交省

所管）、山地災害危険地区（林野庁所管）、地すべり危険地（農林水産省所管）として指定されている区域（市町村
が指定の意向をもっている場合も含む。）に所在しているか否か市町村に確認してください。

土砂災害警戒区域等にある社会福祉施設等については、土砂災害に対する備えにも十分留意してください。
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介護保険施設等における非常災害対策計画等の策定等について
(H31.3.15 県通知、R1.6.3 県通知)

厚生労働省が、各都道府県の報告をとりまとめたところ、非常災害対策計画を策定していな
い又は避難訓練が実施されていない施設等が散見され、非常災害対策計画を策定していない
要因として、非常災害対策計画の策定方法が分からない又は難しいことが挙げられています。

各介護保険施設等におかれては、次の（１）及び（２）について、自主点検して頂き、必要に
応じ策定又は見直し等を行って頂くようお願いします。

（１） 介護保険法又は老人福祉法の基準省令、和歌山県有料老人ホーム設置運営指導指針

及び和歌山県サービス付き高齢者向け住宅運営指導指針により作成することとなっている非
常災害対策計画

○非常災害対策計画について、水害・土砂災害、地震等地域の実情にも鑑みた災害にも対

処できるものとすること。介護保険施設等の状況や地域の実情を踏まえた内容とすること。

○非常災害対策計画について、職員間で十分共有するとともに、関係機関と避難場所や災

害時の連絡体制等必要な事項について認識を共有すること。避難訓練を実施し、非常災害

対策計画の内容を検証し、見直しを行うこと。

（２） 水防法、土砂災害防止法、津波防災地域づくりに関する法律により、社会福祉施設、学

校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する方々が利用する施設（要配慮者利用施
設・津波避難促進施設）が、作成しなければならない避難確保計画（※対象となる介護保険施
設等のみ。） 71
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計画 非常災害対策計画 避難確保計画

法令
等根
拠

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に
関する基準等、各施設・事業所種別の指定基準
（省令）

・水防法
・土砂災害防止法
・津波防災地域づくり法

対象 介護保険サービスの指定を受ける全施設・事業
所（訪問系サービスを除く）

浸水想定区域、土砂災害警戒区域、津波浸水想
定内に所在し、市町村が作成する地域防災計画に
記載のある要配慮者利用施設（社会福祉施設等）

義務 ・非常災害対策計画の作成
・避難訓練の実施

・避難確保計画の作成及び市町村への提出
・避難訓練の実施

計画
で定
める
べき
項目

≪「介護保険施設等における非常災害対策計画の
策定及び避難訓練の実施の点検及び指導・助言に
ついて」（平成29年１月31日老総発0131第１号、老
高発0131第１号、老振発0131第１号、老老発0131
第１号）≫

・介護保険施設等の立地条件
・災害に関する情報の入手方法
・災害時の連絡先及び通信手段の確認
・避難を開始する時期、判断基準
・避難場所
・避難経路
・避難方法
・災害時の人員体制、指揮系統
・関係機関との連携体制

≪要配慮者利用施設に係る避難確保計画作成の手
引き≫

・計画の目的
・計画の適用範囲
・防災体制
・情報収集及び伝達
・避難の誘導
・避難確保を図るための施設の整備
・防災教育及び訓練の実施

・自衛水防組織の業務（自衛水防組織を設置する
場合に限る。）

非常災害対策計画と避難確保計画の比較



高齢者施設等における災害時等に備えたライフライン等の点検・確認及び備えについて
（令和2年6月12日 県通知）

○ 高齢者施設等においては、日常生活上の支援が必要な高齢者が多数入所・利用して

いることから、ライフライン等が長期間寸断され、サービス提供の維持が困難となった場

合、入所・利用者の生命・身体に著しい影響を及ぼすおそれがあります。このため、平

時の段階から、災害時にあってもサービス提供が維持できるよう、高齢者施設等の事

業継続に必要な対策を講じることが重要です。

○ 新型コロナウイルスや新型インフルエンザ（H21）、和歌山市漏水修繕事案（R1）を踏

まえて、改めて、ライフライン等が寸断された場合の対応について、下記の項目を参考

に点検確認いただくとともに、特に３日分以上の飲料水、食料、衛生用品等の備蓄、非

常用電源の確保、断水への対応、事業継続計画（BCP）の策定、地域との連携体制の

構築強化など必要な対策を速やかに進めていただき、災害時等に対する万全の備えを

お願いします。

＜ライフラインの点検・確認項目＞

１．断水への対応 ２．停電への対応 ３．ガス停止への対応 ４．通信停止への対応
５．食事（給食食材含む）への対応 ６．薬の備蓄 ７．各種物資の備蓄等 ８．災害時等
の事業継続

73

（参考） 介護サービス中の
事故対応 関係
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サービス提供による「事故発生の未然防止」、「事故発生時の迅速・適切な対応・報告」
及び「再発防止に向けた取組」の徹底について（平成３１年１月１８日県通知）

県内の介護保険事業所等におけるサービス提供による事故は、今年度も多数発生しており、
事故発生後の利用者・入所者（以下、「入所者等」という。）家族との対応がうまくいってい
ない事例も見受けられます。

介護保険事業者は、入所者等に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速や
かに市町村、入所者等の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならないと
厚生労働省令で定められています。

また、事故発生時における対応については、平成22年9 月24日付け長第440号通知によ
り、適切な対応をお願いしているところです。

今般、事故発生時における対応等の流れを分かりやすくするため、別添のとおり「サービス提
供による事故発生時における対応フロー（標準例）」を作成したので送付します。

介護保険事業者におかれましては、事故を未然に防ぐための研修等の取組を徹底して頂く
とともに、事故が発生した場合の入所者等の家族等への速やかな連絡と適切丁寧な対応及
び関係機関への迅速な報告の実施について、職員に対して周知徹底をお願いします。加えて、
事故の再発防止に向けた取組についても、万全を期すようお願いします。

なお、介護保険施設以外の施設についても、この対応フロー（標準例）を参考として頂き、
同様に適切な対応をお願いします。 75

サービス提供中の事故発生

入所者等の生命・身体の保護、安全確保
（※ 医療機関の受診、救急車による搬送、関係

機関（保健所・消防署・警察等）へ連絡）

要因分析・再発防止策の検討

市町村、県(※)へ報告

・ケース分析・検討
・事故防止委員会の開催
・再発防止策に時間を要する場合は、事故報告(第一報)を報告

入所者等の家族等へ連絡
発生時の状況等説明

・管理者まで報告
・記録の整備

再発防止策の実施・周知

＜報告対象事業所等＞

・居宅サービス事業所
・介護予防サービス事業所
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・介護医療院
・介護療養型医療施設
・養護老人ホーム
・軽費老人ホーム
・有料老人ホーム
・サービス付き高齢者向け住宅
・老人福祉センター
・生活支援ハウス

＜報告対象事故＞

・死亡事故

・負傷等けが（医療機関への入院
又は継続治療が必要なもの）
・食中毒、感染症、結核等
・職員の法令違反、不祥事等

・災害（※被災状況報告書による
報告とする。）

・その他事業者が報告を必要と判
断するもの、市町村が報告を求め
るもの

事故防止の取組、損害賠償保険の加入(※)

・事業所等内研修の実施

（※必要に応じて）

・事業所等内研修の実施

※入所者等の生命等に係る緊急性・重大性の高い事故については、
市町村への報告と同時に県に報告すること。

（※必要に応じて）

「サービス提供による事故発生時における対応フロー （標準例）」

＜基準省令より＞

サービスの提供によ
り事故が発生した場合
は、速やかに市町村、
家族等に連絡、必要な
措置を講じなければな
らない。採った処置に
ついて記録する。事故
発生防止のための指
針を整備。改善策を従
業者に周知徹底する。
委員会・研修を定期的
に行う。賠償すべき事
故が発生した場合は、
損害賠償を速やかに
行う。
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入浴介助時における入所者等の安全確保の徹底について
（令和２年７月29日付け県通知）

○ サービス提供中の事故防止については、これまでも集団指導や研修において、周知徹底を
お願いするとともに、令和元年12月10日付け長第12100001号通知により、入浴介助に
おける安全確保の徹底をお願いしたところですが、先般、県内の事業所において、機械浴に
よる入浴サービス提供中に腰ベルトの接着部分が剥がれ、利用者が浴槽内に滑り、病院搬
送後に亡くなる事故が発生しました。

○ 他県においても、ストレッチャー移乗時の転倒ややけどによる死亡事例が報告されています。
○ 各事業所・施設においては、①利用者又は入所者（以下「利用者等」という。）の入浴
介助の際には、常に事故の可能性があり、安全装置の利用漏れ・確認漏れ、利用者等か
ら短時間目を離すなどの少しの不注意により、転倒、溺水、外傷などの重大な事故につな
がるおそれがあること、②機械浴を使用する利用者等は、自力で動けない場合が多いため、
職員の技術や注意力がなお一層必要であることについて改めて全ての職員に周知徹底を
お願いします。

○ 併せて、各管理者・施設長自らが、各事業所・施設における入浴介助方法に問題がない
かなど、以下の点について改めて検証し、十分でない点があれば早急に改善するなど、事故
の未然防止の徹底をお願いします。
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１．入浴機器を利用する時は、操作・使用説明書を再確認し、安全装置の利用漏れ
や点検漏れ、劣化による摩耗などがないか確認し、適切な使用方法を職員に対して周
知すること。

２．１の使用方法を周知徹底させるためのマニュアルを整備し、職員研修を計画的に行
うこと。

３．利用者等の安全確認については、必ず複数の介護職員が連携して行うこと。
４．介護職員は利用者等から短時間でも目を離さないこと。
５．サービス提供中の事故やヒヤリハットなどに関する報告を収集・分析し、抽出されたリ
スク要因に対して解決策を検討し、事業所又は施設全体で情報を共有すること。

６．事故が発生した際に迅速な措置（頭部打撲・外傷等で重症が疑われる場合は、
明らかな異常を認めなくてもすぐに医療機関を受診し検査を行うなど）を行うことができ
るように、緊急連絡網や関係マニュアルの整備・内容の再確認を行うこと。

※ なお、入浴時の事故防止に関するマニュアル及びサービス提供中に発生した転倒・転落に
よる頭部外傷に関する情報については、以下の資料も参考にして下さい。

○ 「介護老人保健施設 安全推進マニュアル ―入浴時の事故を防止するために―」
（公益社団法人全国老人保健施設協会監修） URL：https://www.roken.co.jp/business/

○ 「入院中に発生した転倒・転落による頭部外傷に係る死亡事例の分析」（医療事故調査・支援センター）
URL：https://www.medsafe.or.jp/modules/advocacy/index.php?content_id=1#teigen009）
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